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別記
（様式第1号）

番号
年月日

国　土　交　通　大　臣
○○○○殿
法　人　名
　　長の職名及び氏名　　

地方税法施行規則附則第6条第72項に係る証明申請書

[bookmark: _Hlk196222022]下記の償却資産について地方税法附則第15条第29項の規定の適用を受けたいので、地方税法施行令附則第11条第33項の規定に基づく地方税法施行規則附則第6条第72項に規定する、港湾法第51条の9第3項第2号イに掲げる事項に適合する償却資産であることを証明願います。

記

Ⅰ　償却資産の概要
1　総体の名称及び位置
名　称　　○○港○○地区○○○○
位　置　　○○港○○地区（別紙位置図の通り）

2　防潮堤、護岸、堤防又は胸壁の高さ及び長さ並びに構造
	償却資産の種別
	高さ
	長さ
	構造
	摘要

	
	
	
	
	



3　岸壁又は物揚場の高さ～係留能力及び構造
	償却資産の種別
	高さ
	長さ
	係留能力
	構造
	摘要

	
	
	
	
	
	



4　2及び3に掲げる施設の配置図（別紙配置図の通り）



5　工事に要した費用の概算
	償却資産の種別
	施設
	単位
	数量
	金額（千円）
	摘要

	
	防潮堤（○○m）
・
・
・
・
	M
	
	
	

	
	計
	
	
	
	


			
6　工事の着手及び完成の期日
工事の着手の年月日	令和　年　月　日
工事の完成の年月日	令和　年　月　日

7　償却資産の要求性能
8　償却資産への作用及びその設定の根拠 
9　7及び8の照査方法
10 工事完成図
11 償却資産を含む協働防護協定



Ⅱ　管理運営計画
1　償却資産の点検及び診断の実施方法
2　償却資産の維持工事等の実施方針


［記載要領］
1　Ⅰ－1の「位置図」は、縮尺5万分の1以上の平面図をもって表示すること。
2　Ⅰ－4の「施設の配置図」は、縮尺１万分の１以上の平面図をもって表示すること。
[bookmark: _Hlk196223206]3　Ⅰ－11の協働防護協定に港湾法第51条の9第3項第2号イに掲げる事項が定められていない場合及び当該協働防護協定の対象となる特定港湾施設の高さ及び機能の最適化に関する基本的な方針等が定められた協働防護計画が地方税法施行規則附則第6条第71項に定める協働防護計画作成事業に係る補助（協働防護計画作成費補助）を受けて作成されていない場合については、証明の対象とならないことに留意すること。


 （様式第2号）
第　　　　　号

証　　　　　明　　　　　書

法　　人　　名
長　の　職　名　及　び　氏　名


[bookmark: _Hlk196222400]年　　月　　日付け第　　号による申請の償却資産については、地方税法施行令附則第11条第33項の規定に基づく地方税法施行規則附則第6条第72項に規定する、港湾法第51条の9第3項第2号イに掲げる事項に適合する償却資産であることを証明する。


年　　月　　　日

国　土　交　通　大　臣　　○　○　○　○　


